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＜2001年の経済＞ 

2001年の経済成長率は3.0％となり、2000年の9.3％から大幅に低下した。アメリカ経済減速

の影響を受けて、ＩＴ関連部門を中心に輸出や設備投資が大幅に減少したことが主な要因であ

る。そうしたなかで、政府の景気対策による失業率の低下や公共事業の増加等を背景に、個人

消費や建設投資が底堅く推移し、景気を下支えした。第３四半期の実質ＧＤＰは前年同期比

1.9％増となったが、第４四半期には輸出や設備投資に下げ止まりの動きがみられたことから、

同3.7％増に高まった。 

 

＜2002年の経済見通し＞ 

2002年は景気回復が本格化し、５％超の成長になると見込まれる（政府見通し５％台、民間

機関25社の平均4.5％(2002年４月時点)）。民間機関の見通しは、半年前（2001年10月時点3.6％）

に比べて上方修正されている。                

人口 4,734万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約1/3) 為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 8,917ドル 通貨  ウォン

産業構造(GDP構成比)　１次産業   4.4％ 1米ドル＝1290.99ウォン

２次産業  41.2％ 面積 10万k㎡ (北海道とほぼ同じ)

３次産業  54.4％

 経済成長率

-10

-5

0

5

10

15

65 70 75 80 85 90 95 00
全
斗
煥
政
権
成
立

民
主
化
宣
言

ソ
ウ
ル
五
輪
開
催

盧
泰
愚
政
権
成
立

Ｉ
Ｍ
Ｆ
８
条
国

金
泳
三
政
権
成
立

重
化
学
工
業
化
宣
言

浦
項
製
鉄
所
建
設
着
手

国
連
加
盟

光
州
事
件

(前年比、％)

金
大
中
政
権
成
立

Ｉ
Ｍ
Ｆ
支
援
要
請

通
貨
・
金
融
危
機

（70）
（73）

(96)
(80)

（87)

(88)

(91)

(93)
(97)(98)

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟

01(年)

<韓国経済のこれまで>



 
― 127 ― 

 

成長を支える要因としては、年初からの減税実施等を背景に、引き続き個人消費が堅調に推

移するとみられるほか、アメリカ景気が予想を上回る回復をみせていることから、輸出の本格

的な回復が見込まれる。下方リスクとしては、過度の円安の進行やアメリカ景気がダブルディ

ップに陥ることによる輸出の伸び悩みから、韓国経済の成長率が低下する可能性が挙げられる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政については、通貨・金融危機を受けて97年以降財政赤字が続く一方、政府債務も大幅に

増加し、2000年末には中央政府債務は100.9兆ウォン(ＧＤＰ比19.3％)に達した。政府は2003

年を目処に財政均衡を目指していたが、危機からの回復に伴い税収が予想以上に増加したこと

等から2000年には黒字となった。2001年も黒字となったとみられるのに続き、2002年度予算で

もＧＤＰ比１％の黒字を見込んでいる。景気対策としては、2001年度は5.1兆ウォンの第一次補

正予算に続き、同時多発テロを受けて1.6兆ウォンの第二次補正予算が編成された。また、11

月に特別消費税の引下げが実施されたのに続き、2002年度から所得税率の平均10％引下げ、法

人税率の１％ポイント引下げ等が実施されている。 

金融政策については、韓国銀行はコールレートの誘導目標水準を2001年内に合計1．25％ポ

イント引き下げた。９月には、同時多発テロ後の金融市場の混乱回避を目的に、0.5％ポイント

の引下げが行われた。その後は景気回復の動きがみられるものの、これまでのところ金利は据

え置かれている。インフレターゲットの基準となるコアＣＰＩをみると、2002年に入ると３％

前後で推移しており、ターゲット（2002 年は 3.0±１％）の範囲内で推移している。一方で、

低金利に伴う家計への貸出増加を背景に、株価や不動産価格が上昇していることや、2002年に

入り原油価格にも不安定な動きがみられることから、韓国銀行は、今後景気回復が鮮明になっ

た場合、インフレ圧力が高まる懸念があるとして注意を払っている。 

90年代 2000年 2001年

（90～99年) 政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 6.2 9.3 3.0 ５～６ 6.0 5.0 実質GDP

  民間消費 同上 5.6 7.9 4.2 － 5.0 － 平均

　総固定資本形成 同上 5.5 11.4 ▲ 1.7 － 8.1 － 4.5

鉱工業生産 同上 8.3 16.8 1.8 － － － 最大

消費者物価 同上 5.7 2.3 4.1 3.0 3.3 2.7 5.5

失業率 ％ 3.2 4.1 3.7 3.5 3.3 3.5 最小

経常収支 億米ドル 8.0 122.4 86.2 40～50 － 69 3.5

(ＧＤＰ比) ％ ( 0.5) ( 2.7) ( 2.0) － ( 1.4) (1.5) （25社）

財政収支 億米ドル ▲ 35.9 57.7 － － － －

(ＧＤＰ比、年度) ％ (▲ 1.1) ( 1.3) ( 1.3) ( 1.0) ( 1.5) －

政府債務残高 億米ドル 480.7 891.9 － － － －

(ＧＤＰ比、年度末) ％ ( 12.4) ( 19.3) － － － －
(出所) 韓国統計庁統計、企画予算処資料より作成。
　　　ＯＥＣＤは"Economic Outlook 71"(2002年４月)、ＩＭＦは"World Economic Outlook"(2002年４月)による。
(注) 1. 財政収支は中央政府の収支。2001年の財政収支GDP比はＯＥＣＤ(2002年４月)による。
　　　2. 政府債務残高は中央政府の債務。90年代は91～99年。
　　　3. 2002年の政府見通しはＧＤＰのみ2002年４月時点（１月の４％以上から上方修正）、他は１月時点。財政収支は予算ベース。
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